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38. 7. 1 官報
// 9-31 隔遠地手当の一部を改Eする規則
38. 7. 1グ
// 9- 8 初任給， 昇格， 昇給等の基準の一部を改
Eする規則 38. 7. 6ク
// 9-22 暫定手当の一部を改正する規 則

















38. 7 . 20官報
(2) 文教施設整備費概算要求総括表について










なお， 現職文部大臣の来学は， 26年9月天野貞祐， 30年
公共企業体事項
｜ 3月松村謙三， 33年10月灘尾弘吉の各氏についで荒木万寿
国鉄公示345 学校・救護施設指定取扱規程の一部改正 ｜ 夫氏は4人目である雪




部長の選挙は， 7月1 7日同 学部で行なわれ， 林良二教授が




















































り全国有数の工場地帯として発展 し ているが， こ こ に
働く若い技術者に機械及び金属工学の一般基礎知識を
教授し， 生産技術の発展に資するようにしたい。
開講期間 7月15日～7月3 1日 〈機械〉
8月5 日～ 8 月13日 （金属〉
講 座担当 工学部〈機械工学教室・金属工学教室〉
講義題目（講師〉 応 用数学〈古谷嘉志〉， 材料力学
（宮尾嘉寿〉， 機構学（長元亀久男〉， 水力学（三上
房男〉， 工業熱力学（井村定久〉， 切削加工〈高辻雄




材料（室町繁雄〉 ， 金属組織学〈山田E夫〉 ， 鉄鋼材

















1. 構 造 鉄筋3階建






6畳 30室＜ 2人の場合 1人600円
l3人の場合 1人500円
11畳 1室 パス，トイレ付 定員2名
c 1 人の場合は 2 割ヲ！〉 2,000円
18畳 2 室 1人500円




タ定食 A 200円． B 300円
会議食 300円 よ り予算に応 じ て
件）会議室料金
洋室 c 1室〉 定員 40名


















奨 学寄附金委任経理事務取扱規則および 奨 学寄附金受入事
務取扱規程の制定の趣旨 について
現在， 国立学校における 研究奨励のための民間等からの
寄附金は， 相当多額に上っている が， これらは従来いずれ
も歳入歳出外に別途に経理されていたものであって， この
取扱いについては， しばしば会計検査院からその取扱いの
改善を指摘されていたものであり， 去 る 1月 28日の「大学
の財政について」の中央教育審議会の答申においても， そ






いては ， 学校特別会 計 法当時において， 学生 ， 生徒に貸与






育研究に要する経費を加え ． こ れらの経費を委任経理金と




(1人11自につき〉を前納すること。 ｜ （大蔵， 文部省令第1号および奨学寄附金受入事務取扱規
(3）利用受付開始 昭和38年9月10日 ｜程〈文部省官Iii令〉を制定し， 従来の文部省訓令を廃止した
職 員 消 息
住所移転
工学部

























(3) 委任経理金は， その取扱いにあたっては， 当該委任経
理金を交付きれた会計年度中に必ず支出を完了しなけれ
ばな らないというもので、はない。 また， 繰越承認の手続
き， または人件費， 物件費， 旅費等の科目の整理はこれ
を要しない。







関ではなく， また， 予算執行職員等の責任に関する 法律
第2条 に規定する予算執行職員でもない。したがって，
同法に規定する 責任は， 負わない。




条 第1項の規定に より定め ることとな るものは， 奨学寄
附金の経理の委任に関する もので， この取扱いについて
は大蔵， 文部省令で定め， その前段階である 寄附金の受
入事 務については， 文部省訓令で佑IJ定されたものである。
この規則 ， 規程の取扱いについては， すでに， 昭和38年
4
月 1 日 付け文会総第142 号大臣官房会計課 長通知をも
って ， 通知されている が， なお ， これらについて若干の
説明
をつけ加えること とする 。




(1） 従来は， 学生生徒に対 す る 奨学に係 るもののみに限定
されていたが， 今後 は研究奨励に対す る寄附金も委任経
理の対象とされたo
(2) 国立学校の長に経理を委任できるものは ， 従来は ， 「現
金および有価証券」 であったものを， 今後は 「現金J
K限定された。 これは， 公債金特別会計法外四法律の廃




ち ， 国立学校の長は， 支出の原因となる行為を行ない，
それに伴な う現金の出納保管は， 歳入歳出外現金出納官
吏 を命じ てこれに行なわせる こととなる。





を 目的とする経 費に充てることができ る こととした。 ま












立学校に対するものはもとより， 学部， 研究所， 教室，
研究室等に対ナるもの， および国立学校の職員の職務上
の教育， 研究に対して寄附されるものをいう。しかしな





おいて， 当該寄附金に係る 部分について， 法人にあっ
ては寄附金相当額が損金に算入され， 個人にあっては
寄附金控除の取扱いを受け るもの
（ロ） 特定の個人が受けた寄附金で． 会の教育， 研究に使
用される旨の証明を国立学校で交付する もの 〈特定の
個人に対する寄附 金であっても， 会の教育， 研究に使
用される旨を所属長が証明 した場合は， 所得税につい
て
非課税の取扱いが受けられる ことにな っ ている 。 〉
は， 今後は， この訓令に よ り国立学校が受入れ る よう措
置するものとし， この よ う な場合には教官個人から学校
に寄附 させ る こ ととするo
奨学寄附金受入事 務取扱規程では， 「現金および有価
証券」 が受入れられる こととされている のに， 奨学寄附
金委任経理事務取扱規 則において， 経理を委任す るのは
「現金」に 限 られることとなっているのは， すでに 述べ
たように公債金特別会計法外四法律の廃止等に関する法







のみとしているが， 国が寄附を受ける 場合は， 「有価証






































ととするので， この送付先は． 大臣官房会計課 第二予算
班とする。





















































































号〉第2 条 第1項に規定する国立学校及び 国立工業教員
品4-r 
2. 寄附者の住所， 職業及び氏名〈法人にあっては， 法
人名及び主たる事務所の所在地並びに代表者名〉





第4 条 国立学校の畏は， 奨学寄附金の受入れについて文
都大臣の承認があったときは， 直ちに， 受入れるものと
するo









養成所の設置等に関する臨時措置法（昭和36年法律第87 I 4. 国立学校の畏は， 奨学寄附金が， 歳入に納入されたと





















項第1 号から第 3号 までに掲げるも のとする o
〈奨学寄附金の受入れの承認〉




1. 寄附金額（有価証券にあっては， 証券名， 額面金額
及び時価〉
きは直ちに， その旨を文部大臣に報告 し なければな ら な
し、。
附 則
1. この訓令は， 昭和3 8年4月1日から施行する。
2. 大学並直轄諸学校三於ケfレ奨学寄附金委任経理規程
〈明治40 年文部省司II令第4 号〉は， 廃止する。
大蔵， 文部省令第1 号
公債金特別会計法外四法律の廃止等に関する法律（昭和
2 年法律第42号〉第11条第 1項の規定に基づき， 奨学寄附
金委任経理事務取扱規則を次のように定める。
昭和38年4月1日




第1 条 国立学校（国立学校設置法く昭和24年法律第 150
号〉第2 条 第1項に規定する国立学校及び 国立工業教員
養成所の設置等に関する臨時措置法〈昭和36年法律第87




う 。〉の 交付及び経理については ， 他の法令で定めるも
ののほか， こ の省令の 定めると ころ に よ る。
〈奨学寄附金の交付及び経理の委任〉
第2条 文部大臣は， 奨学寄附金で次の各号に掲げる経費






1 .  学生又は生徒に貸与又は給与する学資
2. 学生又は生徒に貸与又は給与する図書， 機械， 器具
及び標本等の購入費
3. 学術研究に要する経費
4, 前 各号に掲げるもののほか， 教育研究の奨励を目的
とする経費
2. 文部大臣は， 前項の規定による交付をするときは， そ
の経費の使途を明らかにしてするものとする。
〈出納官吏の任命〉










第 5条 国立学校の長は， 委任経理金の交付を受けたとき


















2. この省令施行の際， 現に国立学校に交付され， 当該
学校の長にその経理を委任されている奨学寄附金の




昭 和 3 8年8 月1 5 日
印刷所 昭和印刷株式会社

